
医師の労働時間を 
取り巻く状況について 

第５回 医師の働き方改革に関する検討会 資料 
３ 平成２９年１２月２２日 



 医師の勤務実態の精緻な把握 

 労働時間への該当性 

 宿直業務の扱い 

 自己研鑽（論文執筆や学会発表等）や研究活動の扱い 

１．医師の勤務実態の正確な把握と労働時間の捉え方 

「医師の働き方改革に関する検討会」における主な論点案 

（１）診療業務の効率化等 

 タスクシフティング（業務の移管）、タスクシェアリング（業務の共同化）の推進 

 ＡＩやＩＣＴ、ＩｏＴを活用した効率化 

 その他の勤務環境改善策（仕事と家庭の両立支援策等）の検討 

（２）確保・推進策 

 医療機関の経営管理（労働時間管理等）の在り方、意識改革 

 勤務環境改善支援センターの機能強化、地域医療支援センター等との有機的連携 

 女性医師の活躍支援 

 その他勤務環境改善のための財政面を含む支援の在り方 

２．勤務環境改善策 

 

 

 

 

 

 

 

 時代やテクノロジーの変化を踏まえた、医師の応召義務の
在り方 

 病院の機能（特に都市部を含む救急や産科）、医師の偏在、
へき地医療等、適切な地域医療提供体制の確保との関係 

 医師の労働時間の適正化、医療の利用の仕方に関する国民
の理解 

３．関連して整理が必要な事項 

 時間外労働規制の上限の在り方 

 医療の質や安全性を確保する観点からの勤務
の在り方 

 適切な健康確保措置（休息・健康診断等）の
在り方 

４．時間外労働規制の在り方 



① 医師の偏在等との関係について 



医師の業務独占について 
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（参考） 
○ 医師法（昭和23年法律第201号） 
第１７条 医師でなければ、医業をなしてはならない。 
 
※ 「医師法第17条、歯科医師法第17条及び保健師助産師看護師法第31
条の解釈について」（平成17年医政発0726005号医政局長通知）（抜粋） 

  ここにいう「医業」とは、当該行為を行うに当たり、医師の医学的判断を
もってするのでなければ人体に危害を及ぼし、又は危害を及ぼすおそれ
のある行為（医行為）を反復継続する意思をもって行うこと 

 

○ 医行為を業として行えるのは医師のみ（医師の独占業務）。 

○ 医行為とは、「医師の医学的判断をもってするのでなければ人体に危
害を及ぼし、又は危害を及ぼすおそれのある行為」とされる。 



応召義務について 

○ 医師法第１９条に、いわゆる医師の応召義務が規定されており、診療に従事す
る医師は、正当な事由がなければ患者からの診療の求めを拒んではならないとさ
れている。 

 
 ＜参考＞医師法（昭和２３年法律第２０１号）・抄 
 第１９条  診療に従事する医師は、診察治療の求があつた場合には、正当な事由がなければ、これを 

拒んではならない。 
 ２ （略） 

 
○ ここにいう「正当な事由」のある場合とは、医師の不在又は病気等により事実
上診療が不可能な場合に限られると解される。 

（昭和30年８月12日付医収第７５５号長野県衛生部長あて厚生省医務局医務課長回答） 
 
 ＜「正当な事由」に該当しないとされる例＞ （昭和24年9月10日付医発第７５２号厚生省医務局長通知） 

 ・ 医業報酬が不払であっても直ちにこれを理由として診療を拒むことはできない。 
 ・ 診療時間を制限している場合であっても、これを理由として急施を要する患者の診療を拒むこと

は許されない。等 
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医師の養成過程について 

１８才 ２２才 

医学部（６年） 
大学病院 
・臨床研修病院 

専門教育 

２６才 

医
師
国
家
試
験
合
格 
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目
医
籍
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録
） 

生涯学習 ・ 
トレーニング 

準備教育 

共
用
試
験 

臨床前医学教育 
診療参加型
臨床実習 

年 齢 

２年 

２４才 

入
学
試
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高等学校 
３年 

専
門
医
資
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臨
床
研
修
修
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（二
回
目
医
籍
登
録
） 

知識・技能 
の評価 

法に基づく 

 臨床研修 

３年以上 

新たな 
専門医の養成 

○ 医師は、医学部卒業後、２年間の臨床研修、専門医を取得する場合はさらに３年以上の研修を
受ける。加えて、専門医資格取得後も、最新の医療技術や知識等を学ぶため、継続的に生涯学
習・トレーニングを行っている。 

5 
（参考）政府の「働き方改革」に対する日本医師会および四病院団体協議会の要望（平成29年2月27日）（抜粋） 

  医師という職業は、一人前の医師として活躍できるまでには、10年以上の自己研鑽を必要とする特殊な職業です。 



新たな専門医制度の基本設計 

基本領域 （19 領域） 
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サブスペシャルティ領域 （29 領域） 

消化器病 、 循環器 、 呼吸器 、 血液 、 内分泌代謝 、糖尿病 、 腎臓 、 肝臓 、 アレルギー 、 
感染症 、 老年病 、 神経内科 、 消化器外科 、 呼吸器外科 、 心臓血管外科 、 小児外科 、 
リウマチ 、 小児循環器 、 小児神経 、 小児血液 ・ がん 、 周産期 、 婦人科腫瘍 、 生殖医療 、 
頭頚部がん 、 放射線治療 、 放射線診断 、 手外科 、 脊椎脊髄外科 、 集中治療 

○専門医の領域は、基本領域の専門医を取得した上でサブスペシャルティ領域の専門医を 
取得する二段階制を基本とする。 

○専門医の認定は、経験症例数等の活動実績を要件とし、また、生涯にわたって標準的な 
医療を提供するため、専門医取得後の更新の際にも、各領域の活動実績を要件とする。 

○広告制度（医師の専門性に関する資格名等の広告）を見直し、基本的に、第三者機関が 
認定する専門医を広告可能とする。 

専門医の領域、認定・更新 専門医の在り方に関する検討会報告書（平成25年4月22日）より 

6 



 

○  近年、死亡等を除いても、医師数は4,000人程度、毎年増加している。     
 （医師数）平成16年 27.0万人 → 平成28年 31.9万人 ※医療施設に従事する医師数は 30.5万人 

人口10万対医師数の年次推移 
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昭和 平成 
出典：平成28年医師・歯科医師・薬剤師調査 

31.9万人 

251.7 

28 
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医学部定員 

地域枠 

8,280人 
（昭和56～59年度） 

7,625人 
(平成15～19年度) 

昭和57年 
閣議決定 

「医師については 
全体として過剰を 

招かないように配慮」 

昭和48年 
閣議決定 

 

「無医大県解消構想」 

平成 

H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 

医学部定員 7625 7625 7625 7793 8486 8846 8923 8991 9041 9069 9134 9262 9420 

地域枠 64 129 183 403 749 1141 1257 1309 1400 1427 1525 1617 1676 

地域枠の割合 0.8% 1.7% 2.4% 5.2% 8.8% 12.9％ 14.1% 14.6% 15.5% 15.7% 16.7% 17.5% 17.8% 

医学部入学定員と地域枠の年次推移 

○ 平成20年度以降、医学部の入学定員を過去最大規模まで増員。 
 

○ 医学部定員に占める地域枠*の数・割合も、増加してきている。 
 

  （平成19年度183人（2.4％）→平成29年1676人（17.8％）） 
 

   地域枠*：地域医療に従事する医師を養成することを主たる目的とした学生を選抜する枠であり、奨学金の有無を問わない。 

昭和 

地域枠の人数については、文部科学省医学教育課調べ 

（人） 
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（出所） 総務省「国勢調査」及び「人口推計」、国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成24年1月推計）：出生中位・死亡中位推計」（各年10月1日現在人口） 

1990年(実績) 2025年 

○ 日本の人口構造の変化を見ると、2025年には、団塊の世代が全員75歳を迎える。 

2010年(実績) 

65歳～人口 

20～64歳人口 

１人 
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2025年問題 
（人口ピラミッドの変化（1990～2025年）） 
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平成29年推計値 

（日本の将来推計人口） 
実績値 

（国勢調査等） 

○ 日本の人口は近年減少局面を迎えている。2065年には総人口が9,000万人を割り込み、高齢化率は 

  38％台の水準になると推計されている。 

人口（万人） 

生産年齢
人口割合 

51.4% 

高齢化率 

38.4% 

合計特殊 

出生率 

1.44 
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生産年齢人口（15～64歳）割合 

高齢化率（65歳以上人口割合） 

合計特殊出生率 

15～64歳人口 

14歳以下人口 

65歳以上人口 60.3% 

27.3% 

1.44 

(2016) 

12,693万人 

11,913 

3,716 

6,875 

1,321 

8,808 

3,381 

4,529 

898 

（出所）  2016年までの人口は総務省「人口推計」（各年10月1日現在）、高齢化率および生産年齢人口割合は2015年までは総務省「国勢調査」、 2016年は総務省「人口推計」 、 

      2016年までの合計特殊出生率は厚生労働省「人口動態統計」（※2015年までは確定値、2016年は概数）、 

      2017年以降は国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来推計人口（平成29年推計）：出生中位・死亡中位推計」 10 

日本の人口の推移 



医師の需給推計の結果について（暫定） 
○ 本推計は、平成20・21年度からの医学部定員増の臨時増の取扱いについて早急に結論を得るために
行った暫定的な推計であり、今後、全国調査等を行った上で、より精緻な推計を行う。 

○ 需要推計においては、 
   ① 地域医療構想を踏まえて、高度急性期、急性期、回復期、慢性期といった病床の区分ごとに、必要 
    医師数を見込む 
   ② 国際保健分野、製薬業界、大学の基礎研究等の臨床以外に従事する医師数について、世界最多 
    水準や今後の増加を十分に見込む 
   ③ 医師の勤務時間の短縮を見込む 
   など、精緻に推計。 
※１ 国際保健分野（2025年；現状の約2倍、2040年；さらに20％増）、製薬業界（2025年；世界最多水準（対人口比）、2040年；さらに20％増）、 
  大学の基礎研究（2025年；20％増）等 
※２ 上位推計では、高度急性期・急性期に従事する医師の労働時間（56.6時間）が、他の病院・診療所と同レベルの45.7時間まで改善すると見込んで 
  推計。（中位推計では他の病院・診療所との労働時間の差が50%、下位推計では25%縮小するとして推計） 

○ 供給推計においては、今後の医学部定員については、平成28年度の9,262人が維持されるとして推計。 
※３ 女性医師、高齢医師、研修医については、それぞれ働き方等を考慮し、30～50歳代の男性医師を１とした場合に、女性医師０．８、高齢医師０．８、 

研修医１年目０．３、研修医２年目０．５として推計 

平成28年３月３０日 第４回 
医師需給分科会 資料（改） 
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医師の養成との関係について 

○ 2025年に、団塊の世代が全員75歳を迎え、2030年頃には75才以上人口が
ピークを迎えると推計されている。 

○ 一方、医師の養成には、医学部６年間、初期臨床研修２年間、さらに後期研
修を３年以上受ける医師がほとんどであり、更にサブスペシャルティ領域の専門
医研修及び診療に関する技術、知見を高めるための研鑽を行う医師も多く、一
般的に十数年以上という長期間を要する。 
○ 医師の養成数は、近年増加しており、平成29年度の医学部定員は、過去最
大の9320人であり、毎年4000人程度医師数が増加し続けている。 

○ 更なる医学部定員の在り方については、そのような現状を踏まえ、医師需給
分科会等において、専門的観点から医師の需給を正確に推計した上で議論を
行う予定である。 

○ 医師に時間外労働規制が適用される時期に対して、仮に更に医学部定員の
増員したとしても、その効果があらわれるのは十数年以上先になることを踏ま
え、働き方改革の議論を行う必要がある。 

12 



 

○ 全国の医療施設（診療所・病院）に従事する「人口10万対医師数」は240.1人で、 
 前回に比べ 6.5人増加している。 
○ 都道府県別では、徳島県が最も多く（315.9人）、埼玉県が最も少ない（160.1人）。 

都道府県別にみた人口10万対医師数（平成28年） 

出典：平成28年医師・歯科医師・薬剤師調査 

最多 
315.9人 

最小 
160.1人 
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二次医療圏ごとの人口10万対医師数（平成28年） 

133人～151人以下 

151人～168人以下 

168人～186人以下 

186人～210人以下 

210人～274人以下 

274人以上 

133人以下 

※医師数：医療施設（病院・診療所）に従事する医師数 

総人口（全国） 127,907,086人 

医師数（全国）  319,480人 

人口10万対医師数（全国） （中央値）189.0人 

（平均）249.8人 

（平成29年1月1日住民基本台帳・ 

平成28年医師・歯科医師・薬剤師調査） 

拡大 

：都道府県庁の所在地 
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※内科 ・・（平成８～18年）内科、呼吸器科、循環器科、消化器科（胃腸科）、神経内科、アレルギー科、リウマチ科、心療内科 
（平成20～28年）内科、呼吸器、循環器、消化器、腎臓、糖尿病、血液、感染症、アレルギー、リウマチ、心療内科、神経内科 

※外科 ・・（平成６～18年）外科、呼吸器外科、心臓血管外科、気管食道科、こう門科、小児外科 
（平成20～28年）外科、呼吸器外科、心臓血管外科、乳腺外科、気管食道外科、消化器外科、肛門外科、小児外科 

※平成18年調査から「研修医」という項目が新設された 
 

診療科別医師数の推移（平成６年を1.0とした場合） 

出典：平成28年医師・歯科医師・薬剤師調査 

平成 （年） 

○ 多くの診療科で医師は増加傾向にある。 
○ 減少傾向にあった産婦人科・外科においても、増加傾向に転じている。 
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週当たり勤務時間60時間以上の病院常勤医師の診療科別割合 
○診療科別週当たり勤務時間60時間以上の割合でみると、診療科間で２倍近くの差が生じる。 
○診療科別週当たり勤務時間60時間以上の割合は、産婦人科で約53％、臨床研修医48％、救急科約

48％、外科系約47％と半数程度である。 

16 

割合 

※ 病院勤務の常勤医師のみ 

※ 診療時間：外来診療、入院診療、在宅診療に従事した時間。 診療外時間：教育、研究・自己研修、会議・管理業務等に従事した時間。 待機時間：当直の時間（通常の勤務時間とは別に、院内に待機して応急患者に対して診療等の対応を

行う時間。実際に患者に対して診療等の対応を行った時間は診療時間にあたる。）のうち診療時間及び診療外時間以外の時間。  勤務時間：診療時間、診療外時間、待機時間の合計（オンコールの待機時間は勤務時間から除外した。オン

コールは、通常の勤務時間とは別に、院外に待機して応急患者に対して診療等の対応を行うこと）。 

※ 「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査」（平成28年度厚生労働科学特別研究「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査研究」研究班）結果を基に医政局医事課で作成 



医師偏在対策を取りまく現状 
二次医療圏ごとの人口10万対医師数（平成26年） 

診療科別医師数の推移（平成6年：1.0） 

 ：都道府県庁の所在地 

中央値 176.8人 
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医学部入学定員の年次推移 （人） 

平成28年 

過去最大の9,262人 

1,637人の増員 

（年） 

平成19年7,625人 

○ 平成20年度以降、医学部定員を大幅に増員 
 

○ しかし、医師の地域偏在・診療科偏在は解消されてお
らず、地域・診療科によっては「医師不足」との指摘 

１．背景 

２．医師偏在対策を取りまく現状 

（１） 「早急な対策が必要」との指摘 
・ 本年の骨太方針では「抜本的な地域偏在・診療科偏在対策を検討する」と明記 

 ・ 病院団体・自治体等からは、早急に対応するよう要望 
 

（２） 平成30年度から新専門医制度が開始 
 ・ 新専門医制度の開始により、医師偏在が助長されると医療団体・自治体から懸念 
 ・ 特に自治体は、早急に法制上の対応を要望 
 

（３） 「医師の働き方改革」への懸念 
 ・ 医師不足地域で「労働上限規制」が導入されれば、医師不足が深刻化するとの懸念 
 ・ 病院団体からは、働き方改革の前提として、医師偏在対策を実施するよう要望 
 

（４） 医師養成数との関係 
 ・ 人口減少下の日本で、養成に10年以上要する医師数をこれ以上増員しない場合、 
  実効的な医師偏在対策が必要 
 

（５） 「税と社会保障の一体改革」において残された課題の一つ 
 ・ 地域医療構想をはじめとする都道府県主体の医療提供体制改革のためには、 
  都道府県が医師確保対策を主体的・実効的に実施することができる仕組みとする必要 

３．医師偏在解消に向けた課題 

 

④ 外来医療機能の偏在等を是正する仕組みがない 
⑤ 医師が地方で働くインセンティブが小さい 
⑥ その他検討事項（地域医療支援病院等の在り方の検討） 

① 医師の地域偏在・診療科偏在を統一的に測る「ものさし」がない 
 

② 都道府県が実効的に対策を行うことができる体制が整っていない 
 

③ 医師養成段階における医師の定着策が限定的 17 



１．目的       
 

   「医療従事者の需給に関する検討会」の設置と合わせて、同検討会に「医師需給分科会」を設置し、医師の需給
推計に基づく今後の医学部定員の在り方について検討するとともに、医師の地域偏在・診療科偏在の是正策につ
いても併せて検討する。 

 

２．検討事項 
 

 ・ 医師の需給推計について 
 ・ 医学部定員の在り方について（平成29年度・平成31年度に終了する暫定的な医学部定員増の在り方を含む） 

 ・ 医師の地域偏在・診療科偏在の是正策について 
 

３．構成員（○は座長） 
 

   新井 一  （全国医学部長病院長会議会長） 

   今村 聡  （日本医師会副会長） 

   戎 初代  （東京ベイ・浦安市川医療センター集中ケア認定看護師） 

   小川 彰  （岩手医科大学理事長） 

 ○ 片峰 茂  （長崎大学学長） 

   神野 正博 （全日本病院協会副会長） 

   北村 聖  （国際医療福祉大学医学部長） 

   権丈 善一 （慶應義塾大学商学部教授） 

   鶴田 憲一 （全国衛生部長会会長） 

   永井 康徳  （医療法人ゆうの森理事長） 

   中島 由美子  （医療法人恒貴会訪問看護ステーション愛美園所長） 

   裵 英洙  （ハイズ株式会社代表取締役社長） 

 
４．スケジュール  
 

 ・ 平成２７年１２月１０日 第１回開催 
 

 ・ 平成２８年６月３日     中間取りまとめ 
  

 ・ 平成２９年１２月１８日  第２次中間とりまとめ 

羽鳥 裕  （日本医師会常任理事） 

平川 淳一 （日本精神科病院協会常務理事） 

平川 博之 （全国老人保健施設協会副会長） 

福井 次矢 （聖路加国際大学学長） 

堀之内 秀仁 （国立がん研究センター中央病院 呼吸器内科病棟医長） 

本田 麻由美 （読売新聞東京本社医療ネットワーク事務局次長） 

松田 晋哉 （産業医科大学医学部教授） 

森田 朗 （津田塾大学総合政策学部教授） 

山内英子 （聖路加国際病院副院長） 

山口 育子 （認定NPO法人ささえあい医療人権センターCOML理事長） 

医療従事者の需給に関する検討会 医師需給分科会 
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医師偏在との関係について 

○ 地域偏在については、我が国の医療提供体制が民間主体であり、国が、医
師を任意の地域に配置することは困難であるため、現状においては一定の地域
偏在が存在することを前提に考える必要がある。 

○ 診療科偏在についても同様に、国が、医師に任意の診療科を選択させること
は困難であり、加えて、医師は、診療科ごとに極めて専門領域が細分化してお
り、かつ、その養成に長期間を要するため、多くの場合、他の診療科医師への
労働の代替は難しく、既に存在する診療科の医師で、当該診療科の医療需要を
満たす必要がある。 

○ なお、地域偏在及び診療科偏在の問題は、ともに医療従事者の需給に関す
る検討会医師需給分科会において実効性のある偏在対策の議論が重ねられて
いる。 
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② 他職種等への業務移管等について 



Ⅱ．勤務環境改善の状況：効率的な医療提供体制に向けた取り組み【看護師等が行っている業務①】 

○ 点滴の実施、静脈ラインの確保、尿道カテーテルの留置及び静脈注射の実施は、原則実施の割合が72.1～84.0％。一部のみ実施も合わせた
割合は90％以上。 

○ 特定看護師が勤務している施設では、更にタスク・シフティングが進んでいる場合が多い。 
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救急医療等におけるトリアージ

初療時の予診の実施

点滴の実施

静脈ラインの確保

尿道カテーテルの留置

静脈注射の実施

採血の実施

血液培養の実施

患者移動の実施

患者に対する入院の説明や

検査手順の説明の実施

処方薬の代筆及び代行入力

原則実施 一部のみ実施 今後実施予定 実施予定なし 無回答

(n=639)

看護師等が行っている業務 特定看護師の勤務している病院に限定 
看護師等が行っている業務 
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0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

救急医療等におけるトリアージ 

初療時の予診の実施 

点滴の実施 

静脈ラインの確保 

尿道カテーテルの留置 

静脈注射の実施 

採血の実施 

血液培養の実施 

患者移動の実施 

患者に対する入院の説明や検

査手順の説明の実施 

処方薬の代筆及び代行入力 

原則実施 一部のみ実施 今後実施予定 実施予定なし 無回答 

(n=54) 

第４回 医師の働き方改革に関する検討会 資料 
２－４ 平成２９年１１月１０日 

※出典：四病院団体協議会「医師の勤務環境改善策の取り組み状況についての緊急調査」 21 



Ⅱ．勤務環境改善の状況：効率的な医療提供体制に向けた取り組み【看護師等が行っている業務②】 

○ 特定行為については、原則実施は概ね10％以下。 
○ 特定看護師を採用している施設においては、特定行為の原則実施、一部のみ実施の合計の実施率は15～50％程度。 
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全身麻酔における麻酔医の補助

腹腔ドレーンの抜去・縫合

抜糸

オーダーの代行入力

輸液管理

人工呼吸器等の設定条件の変更

人工呼吸器管理下の患者に対する

鎮静薬の投与量の調整

気管カニューレの交換

動脈ラインの確保

直接動脈穿刺法による採血

脱水症状に対する輸液による補正

原則実施 一部のみ実施 今後実施予定 実施予定なし 無回答

(n=639)

看護師等が行っている業務 特定看護師の勤務している病院に限定 
看護師等が行っている業務 
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気管カニューレの交換

動脈ラインの確保

直接動脈穿刺法による採血

脱水症状に対する輸液による補正

原則実施 一部のみ実施 今後実施予定 実施予定なし 無回答

(n=54)
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Ⅱ．勤務環境改善の状況：効率的な医療提供体制に向けた取り組み【医師事務作業補助者等が行っている業務】 

○ 医師事務作業補助者を配置している施設では、診断書、民間保険会社からの診断書等及び主治医意見書の代筆及び代行入力等の業務は大半の
施設で実施されている。 
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システム代行入力

症例登録等の

各種統計資料の作成

原則実施 一部のみ実施 今後実施予定 実施予定なし 無回答

(n=639)
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検査等の予約オーダリング

システム代行入力
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原則実施 一部のみ実施 今後実施予定 実施予定なし 無回答

(n=370)
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Ⅱ．勤務環境改善の状況：効率的な医療提供体制に向けた取り組み【看護師等が行っている業務①】 

○  点滴の実施、静脈ラインの確保、尿道カテーテルの留置及び静脈注射の実施は、原則実施の割合が50.7～65.8％。一部のみ実施も合わせた
割合は85％以上。 
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72.6%
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34.2%
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35.6%

12.3%

0.0%

0.0%
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41.1%

0.0%

1.4%

93.2%

1.4%

1.4%

1.4%

1.4%

1.4%

1.4%

1.4%

1.4%

1.4%

1.4%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

救急医療等におけるトリアージ

初療時の予診の実施

点滴の実施

静脈ラインの確保

尿道カテーテルの留置

静脈注射の実施

採血の実施

血液培養の実施

患者移動の実施

患者に対する入院の説明や

検査手順の説明の実施

処方薬の代筆及び代行入力

原則実施 一部のみ実施 今後実施予定 実施予定なし 無回答

(n=73)

看護師等が行っている業務 

37.5% 

29.2% 

58.3% 

58.3% 

54.2% 

41.7% 

87.5% 

20.8% 

95.8% 

75.0% 

0.0% 
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0.0% 

41.7% 

0.0% 

0.0% 

87.5% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

救急医療等におけるトリアージ 

初療時の予診の実施 

点滴の実施 

静脈ラインの確保 

尿道カテーテルの留置 

静脈注射の実施 

採血の実施 

血液培養の実施 

患者移動の実施 

患者に対する入院の説明や検査手

順の説明の実施 

処方薬の代筆及び代行入力 

原則実施 一部のみ実施 今後実施予定 実施予定なし 

(n=24) 

特定看護師の勤務している病院に限定 
看護師等が行っている業務 
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91.7%
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83.3%
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41.7%

54.2%
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58.3%

66.7%

58.3%

41.7%

0.0%
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0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

手術室における手術助手

（第2術者、第3術者等）

全身麻酔における麻酔医の補助

腹腔ドレーンの抜去・縫合

抜糸

オーダーの代行入力

輸液管理

人工呼吸器等の設定条件の変更

人工呼吸器管理下の患者に対する

鎮静薬の投与量の調整

気管カニューレの交換

動脈ラインの確保

直接動脈穿刺法による採血

脱水症状に対する輸液による補正

原則実施 一部のみ実施 今後実施予定 実施予定なし 無回答

(n=24)

Ⅱ．勤務環境改善の状況：効率的な医療提供体制に向けた取り組み【看護師等が行っている業務②】 

○ 特定行為について、原則実施を行っている施設はほぼない。 
○ 特定看護師を採用している施設においては、特定行為等の原則実施、一部のみ実施の合計の実施率は概ね30％以下。 
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67.1%
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1.4%
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1.4%

1.4%
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1.4%

1.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

手術室における手術助手

（第2術者、第3術者等）

全身麻酔における麻酔医の補助

腹腔ドレーンの抜去・縫合

抜糸

オーダーの代行入力

輸液管理

人工呼吸器等の設定条件の変更

人工呼吸器管理下の患者に対する

鎮静薬の投与量の調整

気管カニューレの交換

動脈ラインの確保

直接動脈穿刺法による採血

脱水症状に対する輸液による補正

原則実施 一部のみ実施 今後実施予定 実施予定なし 無回答

(n=73)

看護師等が行っている業務 特定看護師の勤務している病院に限定 
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Ⅱ．勤務環境改善の状況：効率的な医療提供体制に向けた取り組み【医師事務作業補助者等が行っている業務】 

○ 73施設中67施設で、医師事務作業補助者を配置している。 
○ 診断書、民間保険会社からの診断書等及び主治医意見書の代筆及び代行入力等の業務は大半の施設で実施されている。 
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患者の退院に係る調整業務

診断書の代筆及び代行入力

民間保険会社からの診断書等

の代筆及び代行入力

診療記録の代筆及び代行入力

処方箋の代筆及び代行入力

主治医意見書の

代筆及び代行入力

検査等の予約オーダリング

システム代行入力

症例登録等の

各種統計資料の作成

原則実施 一部のみ実施 今後実施予定 実施予定なし 無回答

(n=73)

医師事務作業補助者が行っている業務 

医師事務作業補助者が勤務している病院の 
医師事務作業補助者が行っている業務 
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診断書の代筆及び代行入力

民間保険会社からの診断書等

の代筆及び代行入力

診療記録の代筆及び代行入力

処方箋の代筆及び代行入力

主治医意見書の

代筆及び代行入力

検査等の予約オーダリング

システム代行入力

症例登録等の

各種統計資料の作成

原則実施 一部のみ実施 今後実施予定 実施予定なし 無回答

(n=67)
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院内の物品の 
運搬・補充、患者の 
検査室等への移送 

患者への 
説明・ 
合意形成 

血圧などの 
基本的な 

バイタル測定 
・データ取得 

医療記録 
(電子カルテの記載) 

医療事務(診断書等 
の文書作成、予約 

業務) 

1
2

/1
4

 に
費
や
し
た
時
間
（分
） 

５０代以下常勤医師 

他職種(看護師や事務職員等のコメディカル職種)との分担  
（12月14日の１日に費やした時間（分）） 

医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査 （平成28年度厚生労働科学特別
研究「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査研究」研究班）  27 



他
職
種
に
分
担
で
き
る
割
合
（％
）

 

院内の物品の 
運搬・補充、患者の 
検査室等への移送 

患者への 
説明・ 
合意形成 

血圧などの 
基本的な 

バイタル測定 
・データ取得 

医療記録 
(電子カルテの記載) 

医療事務(診断書等 
の文書作成、予約 

業務) 

５０代以下常勤医師 

他職種(看護師や事務職員等のコメディカル職種)との分担  
（他職種に分担できる割合（％）） 

医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査 （平成28年度厚生労働科学特別
研究「医師の勤務実態及び働き方の意向等に関する調査研究」研究班）  

○ １日で５つの業務に費やした平均約 240 分のうち、20%弱（約47分）が他業種に分担可能。 

28 



２．特定行為の流れ 

 

特定行為に係る看護師の研修制度の概要 
１．目的 

○2025年に向けて、さらなる在宅医療等の推進を図っていくためには、個別に熟練した看護師のみでは足りず、医師又は歯科医
師の判断を待たずに、手順書により、 一定の診療の補助を行う看護師を養成し、確保していく必要がある。 

○このため、「地域における医療および介護の総合的な確保を推進するための関係法律の整備等に関する法律」において、その
行為を特定し、手順書によりそれを実施する場合の研修制度を創設し、その内容を標準化することにより、今後の在宅医療等
を支えていく看護師を計画的に養成していく。 

３．特定行為研修の実施体制等 
 

病状の範囲内 

手順書で 
予め指示 

病状の範囲 
を確認 

病状の範囲外 

医師又は歯科医師
に結果報告 

医師又は歯科医師に意見を求める 

特定行為 

医師又は歯科医師 特定行為を実施 

研修を修了した看護師 

指定研
修機関 

実習施設 

講義・演習等を受講 

実習 

看護師 

実習評価 

指導体制の確認 
評価基準の提示 

○厚生労働大臣が指定する指定研修機関におい
て、 
  協力施設と連携して研修を実施 
○研修は講義、演習又は実習によって実施 

○看護師が就労しながら研修を受けられるよう、 
 ① 講義・演習は、eラーニング等通信による学習を 
  可能としている  
 ② 実習は、受講者の所属する医療機関等（協力 
  施設）で受けることを可能としている 

４．研修の内容 
 

「共通科目」 
全ての特定行為区分に共通するもの
の向上を図るための研修 

「区分別科目」 
特定行為区分ごとに異なるものの向上を
図るための研修 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

※全ての科目で、講義・演習・実習又は講
義・実習を行う  
※１区分ごとに受講可能 

共通科目の内容 時間
数 

臨床病態生理学（講義、演習） ４５ 

臨床推論（講義、演習、実習） ４５ 

フィジカルアセスメント（講義、演習、
実習） 

４５ 

臨床薬理学（講義、演習） ４５ 

疾病・臨床病態概論（講義、演習） ６０ 

医療安全学（講義、演習、実習） ３０ 

特定行為実践（講義、演習、実習） ４５ 

合計 ３１５ 

特定行為区分（例） 時間数 

呼吸器（気道確保に係るもの）関連 ２２ 

創傷管理関連 ７２ 

感染に係る薬剤投与関連 ６３ 

栄養及び水分管理に係る薬剤投与
関連 

３６ 

創部ドレーン管理関連 １５ 
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特定行為研修を修了した看護師の数等（就業場所別） 

出典：看護課調べ（平成29年６月現在） 

就業場所 修了者総数 

 病院 523 

 診療所 5 

 訪問看護ステーション 15 

 介護施設 8 

 その他 24 

 不明 8 

 総数   583名（46都道府県） 

 大学院 8 

 大学・短大 ９ 

 大学病院 4 

 病院 28 

 医療関係団体等 ５ 

総数 54機関（29都道府県） 

（平成29年8月現在） 

看護師の特定行為研修を行う指定研修機関 

看護師の特定行為研修の研修体制及び研修修了者の状況 
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山内構成員提出資料 



医師の業務独占について 

32 

（参考） 
○ 医師法（昭和23年法律第201号） 
第１７条 医師でなければ、医業をなしてはならない。 
 
※ 「医師法第17条、歯科医師法第17条及び保健師助産師看護師法第31
条の解釈について」（平成17年医政発0726005号医政局長通知）（抜粋） 

  ここにいう「医業」とは、当該行為を行うに当たり、医師の医学的判断を
もってするのでなければ人体に危害を及ぼし、又は危害を及ぼすおそれ
のある行為（医行為）を反復継続する意思をもって行うこと 

 

○ 医行為を業として行えるのは医師のみ（医師の独占業務）。 

○ 医行為とは、「医師の医学的判断をもってするのでなければ人体に危
害を及ぼし、又は危害を及ぼすおそれのある行為」とされる。 



他職種等への業務移管等について 

 

○ 現在の医師の勤務実態をみると、必ずしも医師のみがやる必要のない業
務を行っていることも多いことから、医師の業務を他の職種等に移管すること
によって、大幅な労働時間削減等の効果が期待できる可能性がある。 

○ 医師は、資格制度によって、医師の医学的判断及び技術をもってするので
なければ人体に危害を及ぼし、又は危害を及ぼすおそれのある「医行為」を
業として行うことが業務独占として認められている（医師法第17条）。 

 現状 

 

○ 業務移管等は労働時間削減等の効果が期待できるものの、タスク・シフ
ティング等は段階的に進めていくことを前提に議論を進めるべきではないか。 

○ なぜタスク・シフティングが進まないのか、それぞれの立場から議論するべ
きではないか。 

議論を深めていただきたい点 
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③ 生産性の向上について 
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遠隔病理診断（テレパソロジー ） 遠隔画像診断（テレラジオロジー ） 

遠隔相談（テレコンサルテーション） 

【概要】画像を見ながら遠隔地の医師との症例検討を行うなど、医師 
    等に指導を行う。また、在宅の患者とのコミュニケーション 
    を図る。 
【効果】医療の地域間格差の解消、患者やその保護者などの安心感向上 
    につながる。 

主治医 （小
児科医） 

サーバ（大学病院等） 

在宅患児の家庭 

テレビ電話 
（映像／音声） 

在宅患者のいる
地域の病院 

地域の医師 

主治医のいる病院 

【概要】体組織の画像や顕微鏡の映像を送受信するなどし、遠隔地の 
    医師が、特に手術中にリアルタイムに行う遠隔診断を行う。 
【効果】リアルタイムで手術範囲の決定など専門医の判断を仰ぐこと 
    ができる。 

情報共有に
より連携 

在宅医療（テレケア） 

【概要】情報通信端末で測定した生態情報(体温、血圧、脈拍、尿糖値 
    等)やテレビ電話等を通じ患者の映像・音声等を遠隔地の医師 
    へネットワークを通じ送信し医師に対し有用な情報を提供。 
【効果】交通インフラが不十分であったり、高齢化・過疎のため受診が 
    困難な慢性期疾患患者に対する医療の提供が可能となる。 

【概要】X線写真やMRI画像など、放射線科で使用される画像を通信で 
    伝送し、遠隔地の専門医が診断を行う。 

【効果】専門医による高度で専門的な診断を受けられる。    

病理医 

ネットワーク 

電動顕微鏡 

担当医 

映像／音 コミュニケーション 

顕微鏡動画像  

顕微鏡コントロール 

専門医（病理医）側 

顕微鏡操作  
ｺﾝﾄﾛｰﾗｰ 

手術執刀医側 

大学病院等 

地域病院 

在宅患者 医  師 指示 

診察 

ネットワーク 
 

（慢性期疾患患者） 
 

ネットワーク 

CT、MRI画像登録読
影ﾚﾎﾟｰﾄ受領 

CT、MRI画像読込 読
影結果登録 

地域診療所 

ネットワーク 
 

ネットワーク 

ネットワーク 

遠隔医療について 
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診療形態 診療報酬での評価 

医師対医師 
(D to D) 

 
 情報通信機器を用いて画像等の送受信を行い 
 特定領域の専門的な知識を持っている医師と 
 連携して診療を行うもの 
  

 ・遠隔画像診断 
   画像を他医療機関の専門的な知識を持っている医師 
   に送信し、その読影・診断結果を受信した場合 
 
 ・遠隔病理診断 
   標本画像等を他医療機関の専門的な知識を持って 
   いる医師に送信し、診断結果を受信した場合 

医師対患者 
(D to P) 

情報通信機器を
用いた診察 

 
 医師が情報通信機器を用いて 
 患者と離れた場所から診療を 
 行うもの 
  

 ・電話等による再診 
  患者の病状の変化に応じ療養について医師の指示を 
  受ける必要の場合であって、当該患者又はその看護  
  に当たっている者からの医学的な意見の求めに対し 
  治療上必要な適切な指示をした場合 

情報通信機器を
用いた遠隔 
モニタリング 

 
 情報通信機能を備えた機器を 
 用いて患者情報の遠隔モニタリ 
 ングを行うもの 
  
  

 ・心臓ペースメーカー指導管理料（遠隔モニタリング加算） 
  体内植込式心臓ペースメーカー等を使用している患者 
     に対して、医師が遠隔モニタリングを用いて療養上必 
     要な指導を行った場合 

  遠隔診療（情報通信機器を用いた診療）と診療報酬上の評価 中央社会保険医療協議会 

資料（２９．１２．１） 
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生産性の向上について 

 

○ 現在急速な発展を遂げているＡＩ、ＩＣＴ等の技術を用いて、医師の生産性を
向上させる取り組みが進んでいる。 

 現状 

 

○ ＡＩ、ＩＣＴ等の他にどのような生産性向上の取り組みが考えられるか。また、
その効果はどの程度か。 

議論を深めていただきたい点 
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